
1 背景 

 近年 , 勤務者の移動時間の短縮・混雑回避,勤務者の
ライフワークバランスの向上を理由としてテレワーク
制度を導入する企業やその頻度も年々増加傾向にあ
る.1) テレワークの普及により,自宅が主な活動場所に
置き換わり,居住地選択が従来よりも広範囲かつ柔軟
に行われることが予想される.静岡県静岡市ではテレ
ワーク移住の支援事業を実施しており,定住による人
口増加や雇用機会の増加を目指している. 

2 関連研究 

テレワークが普及した際に都市郊外に移り住む人が
増えることでスプロール化が起こることを予想した研
究2)がある.また,在宅ワークの頻度を考慮したJR中央線
沿線における居住地分布の変化の予測を行った研究3)

が例として挙げられる. 

3 研究手法 

本研究では静岡県静岡市を対象として,先行研究の
手法 3)を参考にした世帯属性やテレワークの頻度を考
慮した仮想個票データによる居住地分布の予測を行う. 

3-1 居住地選択モデル 

居住地選択はロジットモデルを採用する.それぞ
れの世帯が効用に従って確率的な選択を行うこと
を想定する.従来の居住地よりも得られる効用が大
きくなった時,世帯は効用の大きいエリアに転居す
る.効用はランダム効用理論に基づき,式(1)によっ
て求めることが出来る. 

Ux,q=Vx,q+εx,q  (1) 

Ux,qは地点 x で面積 q を選択した世帯が得られる
効用,Vx,q は観測可能な要因による確定項,εx,q は 

観測不可能な確率的に変動する確率項である.確率
項はガンベル分布に従うと仮定すると,ある世帯が
(x,q)を選択する確率 Px,q は式(2)で求められる. A
は居住地の選択集合,λはスケールパラメータであ
る. 

 (2) 

3-2 効用関数と価値観パラメータの推定 

  ヘンダーソンモデルで用いられている効用関
数を発展させて,通勤時間の変化が余暇時間に与え
る影響を考慮する.本研究では 1 か月あたりの効用
として,１か月の通勤回数を n として,式(3)の効用
関数を設定する. 

Vx,q = V(q,l,z) = alogq+βlogl+γlogz (3) 

予算制約：r(x)q+z=Y (4) 

時間制約：tw+2nt(x)+l=T (5) 

x は勤務地からの距離,r(x)は地点 x での 1 ㎡当
たりの家賃,Y は世帯の月収,tw は労働時間（8h×20
日＝160h）,t(x)は地点 x からの勤務地への片道通
勤時間(h),T は総利用可能時間（24h×30 日＝
720h）である.ヘンダーソンモデルにおける効用関
数は住宅床面積 q,余暇時間 l,合成財 z における対
数線形型の増加関数である.α,β,γはそれぞれ床
面積,余暇時間,合成財の正のパラメータで総称して
価値観パラメータとする. 

3-3 居住地分布の予測 

従来の居住地選択の価値観パラメータの推定を H25
の住宅土地統計調査から行い,一部のパラメータを
抽出し,パラメータを式(4)(5)の制約下で変動させ
ることによって居住地分布を予想する. 
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概要―近年はテレワークを通じて居住エリアの選択が従来よりも広範囲になることが予想されている.本研

究ではテレワーク事業に注力している静岡県静岡市を対象エリアとして,従来の居住地選択に関する価値観

パラメータの推定後,テレワークの実施頻度や自宅の作業スペースの確保のための床面積の増加を考慮した

際の居住地に対する嗜好の変化や居住地分布の変化を予測する. 
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